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資 料 ２

第２回推進委員会資料
平成２９年１０月３１日
教 育 委 員 会 学 事 課

小・中学校の適正配置に関する市民説明会の開催状況について

１ 説明会の開催状況と参加者数

開催日時 会 場 参加者数
７月19日(水) 18:30～ 中央市民サービスセンター 19人
７月25日(火) 18:30～ 西部市民サービスセンター 58人
７月18日(金) 18:30～ 北部市民サービスセンター 40人
８月１日(火) 18:30～ 河辺市民サービスセンター 24人
８月19日(土) 10:00～ 中央市民サービスセンター 25人
８月22日(火) 18:30～ 東部市民サービスセンター 47人
８月29日(火) 18:30～ 南部市民サービスセンター 24人
９月５日(火) 18:30～ 雄和市民サービスセンター 7人

参加者数計 244人

２ 説明会における説明内容

(1) 人口減少の実際（現状分析）
(2) これまでの秋田市の取り組み
(3) 秋田市小・中学校の適正配置等に関する提言
(4) 秋田市小・中学校適正配置推進委員会の検討
(5) 児童生徒数と学級数の推計
(6) 今後のスケジュール

３ 参加者アンケートの集計結果（回答者数/参加者数 230人/244人,回収率 94.2％）

(1) 参加者の年齢
・参加者の年齢は、50代が82人(35.7

％)と最も多いが、30代と40代の子育

て世代の参加も多かった。

・また、60代以上の参加も約1/3を占め

ており、幅広い世代が適正配置の検

討に関心があると考えられる。
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(2) 開催情報の入手方法
・説明会の開催情報の入手方法は、学

校から保護者や関係者に配布した案

内が最も多く、次に、広報あきた、

町内会等の回覧で知ったとする回答

が多かった。

(3) 説明の理解度
・説明の理解度については、よく理解

できたが91人(39.6％)、まあまあ理

解できたが115人(50.0％)であり、回

答した中の９割以上の方が説明内容

を理解できたという回答を得た。

・一方、あまり理解できなかったとす

る回答が14人(6.1％)であり、引き続

き丁寧な説明に努める必要がある。

(4) 適正配置の必要性
・適正配置の必要性については、未回

答を除く回答者223人のうち、219人、

98.2％の方が必要であるとの回答を

得た。
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４ 説明会における参加者からの主な意見

○学級数や１学級の人数の適正規模について

・将来の児童生徒数の見込みを考えると、１校あたり18学級の規模を目指
すのは現実的ではないと思う。

・秋田市独自で少人数学級を編成することも検討してほしい。

○適正配置による地域活力低下への懸念について

・学校の統廃合と地域の活性化という問題を切り離して考えることはでき
ないと考える。

・学校が統合されると限界集落のような人のいない状況にならないか不安
である。

○現在の複式学級の解消に向けた取組、考え方について

・現在、複式学級がある学校については、これを解消するため、早急に統
廃合等の検討を進めてほしい。

○学区の考え方、地域団体との関係について

・学校ごとに児童生徒数の差が大きいことから、統廃合より学区の見直し
を考える方がよいと思う。

・小学校区は各種団体のエリアに大きく影響を与えているので、これらと
の整合を図ることも検討してほしい。

○将来の児童生徒数の考え方について

・秋田市人口ビジョンの推計と国立社会保障・人口問題研究所（社人研）
の推計はかなり差があるので、社人研の推計で検討を進めていくのが現
実的だと思う。

○学校施設整備(修繕)、統廃合した場合の施設の有効活用について

・小・中学校の校舎は修繕の課題を抱えているところが多いと思うが、適
正配置のビジョンが決まらなくても、施設改善は適切に進めていく必要
がある。

・統廃合した場合でも、地域活性化のため、廃止された学校施設を有効に
活用する方策も併せて検討してほしい。

○統廃合した場合の通学手段の確保について

・学校の統廃合が実施された場合、通学距離が長くなる子どもに対する手
当てはしっかりと確保してほしい。


